
V．運営

22．定款委員会

委員長　武　冨　　紹　信

　本年度は定款および同施行細則の変更などについての諮問事項がなかった．

23．財務委員会

委員長　佐　田　　尚　宏

1．令和 3年度予算の修正の件
　本年度もコロナ禍のため，各種委員会が Web 会議システムによる開催となった他に，外科専門医試験
の大部分の実施を来年度に延期したり，各種セミナーをすべて E-learning 化したりすることで，事業内容
が当初の予定と大幅に異なることとなったので，EY 新日本有限責任監査法人の助言を受けて，事業計画
書と収支予算の修正を行い，収入が 10 億 2,022 万 9,737 円，支出が 9 億 9,326 万 7,182 円の見込みとなり，
収支差額は 2,696 万 2,555 円の黒字を見込むこととなった（当初は 1,002 万 9,159 円の黒字の見込み）．

2．令和 3年度決算の件
　令和 3 年度財務諸表を作成し，独立監査人である EY 新日本有限責任監査法人と本学会監事の監査を経
て理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，定時社員総会に上程する（資料別添）．

3．令和 4年度予算の件
　令和 4 年度予算について，委員会で審議し，理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，
令和 4 年 2 月 1 日からその予算に沿って業務を執行している（資料別添）．
　また，コロナ禍のために令和 4 年度も事業活動などが流動的なので，令和 2，3 年度に引き続いて，必要
に応じて予算修正を行う予定である．

4．資産除去債務の件
　新しい事務所の定期建物賃貸借契約書に原状回復義務が明記されているため，EY 新日本有限責任監査
法人から，原状回復費用（約 2,660 万円の見積）について，所定の資産除去債務の会計処理を行う必要が
ある旨の指導を受けた．
　そこで，賃貸借契約期間が 5 年であることを考慮して，5 年の償却処理で計上することとした．

5．特定資産としての基金化の件
　黒字決算が続いたため，流動資産の現金預金が増えて，10 億円を超える見込みなので，EY 新日本有限
責任監査法人から，まずは 2 億 5,000 万円程度を，使途目的を定めた上で特定資産として基金化すること
が望ましい旨の指導を受けた．
　なお，現時点で既に「定期学術集会開催」「若手外科医育成・交流」「機関誌刊行」の 3 種の基金があり，
過去には「手術症例データベース」と「外科専門医制度」の基金を取り崩して NCD に拠出したこともあ
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る．
　そこで，新たに「日本外科学会雑誌オンラインジャーナル基金」として 5,000 万円，「デジタル化推進基
金」として 1 億 5,000 万円，および「大規模災害時運営基金」として 1 億円を，それぞれ特定資産化する
こととした．なお，各基金の取り扱いの施行規定は資料 1～3 のとおりである．
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24．情報・広報委員会

委員長　田　尻　　達　郎

1．会員向けオンラインサービスの件
　現在，会員向けオンラインサービスの登録者数は全会員 40,562 名のうち 35,339 名である．
　会員情報検索・修正システム，外科専門医システム，学術集会参加履歴登録システム，各種申請システ
ムなどを運用・管理している．
　なお，総務委員会などからの提案を受けて，次年度よりシステムの全面改修に着手することとした．

2．ホームページのリニューアルの件
　令和3年 10月にホームページをリニューアルが完了した．また，ホームページのリニューアル作業の一
環として，本学会のロゴデザインの使用ガイドラインを設定した．
　引き続き，英語ページの内容の充実化の作業を進めている．

3．厚生労働科学研究からの依頼の件
　当該研究班から「救急医療等における基盤整備のための情報項目等の標準化に関するお願い」が依頼さ
れたので，追加でリストアップを希望する項目を回答した．

25．NCD連絡委員会

委員長　湊　谷　　謙　司

1）  NCDから「NCD自施設データ利用申請」における外科領域のデータの利用申請について照会を受けた
場合は，適宜「可否」を判断して，回答を行っている．

2）  令和 3 年 8 月付で NCD 術式の改定が行われたので，従来どおり専門医制度委員会に「外科専門医修練
カリキュラム」などとの紐付け作業を依頼した．

3）  資料 1～2 のとおり，本会から NCD に，①症例の Web 登録（1～12 月）に合わせて，会員施設のデー
タ入力支援業務を目的とする（営利目的外）症例アップロード用CRFの仕様の公開，及び，②症例アッ
プロード用 CRF の選択項目リストがデータとして公開しておらず，電子カルテ内でのリスト作成に負
担が大きい（コピー＆ペースト機能が利用できることで負担が軽減されます）こと，の2点を検討いた
だき，前向きに対応いただけることとなった．なお，この実現に向けて，NCDより外科系サブスペシャ
ルティ領域への周知依頼があり，周知活動を行った．

4）  NCD から「NCD データの商用利用に関してのご意見についてのお伺い―NCD データを商用利用に活
用することに対する是非について」，及び「脳死ドナー手術の登録の方針についてのお伺い」の依頼が
あり，対応した．
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1）一般社団法人　National Clinical Database（NCD）

代表理事　瀬　戸　　泰　之

　National Clinical Database（以下 NCD）は，2010 年に設立され，2011 年 1 月の症例から登録を開始し，
事業を開始して 10 年が経過した．2015 年度より，登録を行っている施設会員から会費の支払いをお願い
している．なお，2018 年度から未納期間が合計 2 年間（連続・不連続問わず）の施設は，「NCD 施設会員
資格」を喪失し，外科専門医制度において基幹施設又は連携施設になれないほか，個人医師による専門医
申請の際に当該施設で実施された全症例（2011 年～現在まで）のデータが利用することができなくなる．

　外科学会関連で登録された症例数は，2022年 3月1日時点で，2011年が1,172,262件，2012年が1,278,902
件，2013 年が 1,567,079 件，2014 年が 1,626,873 件，2015 年が 1,718,333 件，2016 年が 1,785,343 件，2017
年が 1,828,946 件，2018 年が 1,830,656 件，2019 年が 1,859,982 件，2020 年が 1,782,819 件，累計 16,451,195
件である．また，過去に完了承認済みを 1 件以上登録した施設診療科数は，4965 施設・8779 診療科であ
り，有効ユーザー数は 46,923 人である．なお，2021 年分のデータ登録を 2022 年 4 月 6 日で締め切る予定
である．

　2021 年度事業報告書（案），2022 年度事業計画書及び進行中の公的研究費案件一覧，データ利用研究の
一覧（各領域ごと）については，次頁以降を参照のこと．
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26．総務委員会

委員長　池　田　　徳　彦

1．会費収納方法の見直しについて
　これまでの本学会の会費収納方法は，①郵便振込払い，②自動引落の 2 種に限定されていたが，令和 4

（2022）年度から，③コンビニ決済を追加することとした．
　なお，さらにクレジットカード決済に対応するためには，本学会の会員管理システムの改修が必要とな
るので，その旨の要望を所管の情報・広報委員会に申し入れた．

2．準会員制度について
　令和 3（2021）年度末時点で 2 名の非医師が在会しているが，医師の働き方改革に伴うタスク・シフト/
シェアが進むなどにつれて，今後はさらに非医師の入会希望が増える可能性がある．学術的な活動に限定
して，代議員の選挙権/被選挙権は有さない「準会員（仮称）」の制度を設ける方針とし，詳細は顧問弁護
士友相談の上で，継続検討中である．

3．事務所の移転について
　令和 3（2021）年 6 月 25 日付で，事務所を「世界貿易センタービルディング南館」に移転した．

4．事務所会議室の貸与について
　令和 3（2021）年度はコロナ禍および事務所移転のため，他学会・研究会などへの事務所会議室の貸与
を取り止めていたが，当面の人数制限は 24 名以下とした上で，貸与を再開した（1 時間あたり 6,500 円；
税抜）．

5．事務局職員のリモートワーク化について
　専門家によるコンサルテーションを踏まえ，就業規則を変更すると共に，新たにリモートワーク規定と

「フレックスタイム制に関する労使協定書」を作成した上で，事務局のリモートワークを開始した．

27．将来計画委員会

委員長　森　　　　正　樹

　引き続き「外科専門医のインセンティブ」「訴訟対策」「学術集会の在り方」「国際化推進」の各ワーキン
ググループ（WG）に分かれて，それぞれで重要課題の検討を行った．

1）「外科専門医のインセンティブ」ワーキンググループ

リーダー　碓　氷　　章　彦

　「外科専門医のインセンティブ」WGでは，サブスペシャルティ8学会を対象に意識調査を実施したとこ
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ろ，ほぼすべての学会で外科医のインセンティブが必要であると考えていることが判ったので，各サブス
ペシャルティ学会の代表者にも参加してもらって合同委員会を開催した．
　そこでの検討内容も踏まえて，今後は時間外手当やインセンティブを外科医に還元するように求める旨
の連名の要望書を作成し，専門研修プログラムの施設や，厚生労働省などに働き掛けていくこととした．

2）「訴訟対策」ワーキンググループ

リーダー　平　野　　　　聡

　「訴訟対策」WG は，外科医が委縮することなく安心して手術ができる体制を構築することを目的とし
て，産科医療補償制度に倣った，日本外科学会独自の無過失補償制度（No-Fault Compensation：NFC）の
可能性を検討してきたが，保険料の基となる原資の問題が極めて大きく，学会独自の制度設計は実現困難
と判断して国会議員や厚生労働省，さらには日本医師会や日本医療安全調査機構，患者団体の代表などと
も協議を続け，社会インフラとしての無過失補償制度の可能性を模索したが，保険者からの同意形成が極
めて困難であることが判明した．
　しかしながら，代議員を対象として，医事紛争や外科医療補償制度などについての Web アンケートを
実施したところ，8 割以上が手術患者の予期しない死亡事例を経験し，約 9 割が外科医療補償制度を望ん
でいることなどが判明したため，引き続き外科医が安心して医療を提供できる環境整備について検討を進
めていくこととしたい．
　なお，これまでの「訴訟対策」WG の活動の詳細を取りまとめて，「日本外科学会雑誌」で報告予定であ
る．

3）「学術集会の在り方」ワーキンググループ

リーダー　中　村　　雅　史

　これまで「学術集会の在り方」WG では，外科系の各サブスペシャルティ学会も共に一堂に会して，そ
れぞれの学術集会も合同に行うという“Surgical Week”の構想について検討を進めてきたが，コロナ禍
で多くの学会が Web 形式やハイブリッド形式で学術集会を開催することになり，状況が大きく変化した．
　実際，第 120 回と，第 121 回の定期学術集会のそれぞれの参加者を対象としたアンケートの結果を比較
したところ，オンラインによる参加や，ハイブリッド形式の開催に対する賛成意見が増えると共に，ハイ
ブリッド形式の開催であれば，参加に負担を感じたり，回数が多いと感じたりする意見が減少しているこ
とが判った．また，本学会とサブスペシャルティ学会の学術集会の内容に差がないという意見も大幅に増
えていた．さらに，運営にあたっても配信設備などに大きなコストが掛かっていることも新たに判ってき
た．
　そこで，“Surgical Week”の構想ではなく，新たに「学会配信などに関するインフラを共有し，学術集
会の内容も共有して，そこで話し合えるような，学会運営に関する質的な課題を解決することを目的とし
た外科系学会各位が社員となる法人を設立すること」という新たなコンセプトを提案することとした．
　そして，このコンセプトについて，改めて各サブスペシャルティ学会の理事長などとも協議を行ってい
るところである．
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4）「国際化推進」ワーキンググループ

リーダー　大　木　　隆　生

　「国際化推進」WGでは，インドやアフリカ諸国などにも国際交流の輪を広げるために検討と交渉を重ね
てきたが，コロナ禍のため，残念ながら中断を余儀なくされている状況である．

28．選挙管理・選挙制度検討委員会

委員長　大　塚　　将　之

1．選挙施行および当選者の決定の件
　役員・代議員等選任規則（以下，選任規則）に従い，令和 4 年 1 月 15 日に代議員選挙を実施し，投票対
象の第6区と第22区の 2選挙区で厳正に開票作業を行った．その結果，同日付で345名の代議員が選出さ
れた（欠員 5 名；任期は令和 6 年 1 月 15 日まで）．
　なお，今回の選挙より立候補および投票をオンライン化した．

2．代議員選挙の見直しの件
　現在の内閣府公益認定等委員会の指導勧告範囲内で，一定数の女性代議員を確保する方策について継続
審議事項となっていたが，各種のデータなどを基に検討を重ね，資料 1 の答申書を理事会に提出した．
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